
（単位 ： 千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 119,603,035 固定負債 33,418,723

有形固定資産 109,762,412 ※ 地方債等 16,089,898
事業用資産 58,261,099 ※ 長期未払金 3,113

土地 52,128,742 退職手当引当金 3,027,492
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 16,912,694 その他 14,298,220
建物減価償却累計額 △ 11,488,910 流動負債 4,127,662
工作物 999,985 1年内償還予定地方債等 2,639,361
工作物減価償却累計額 △ 394,042 未払金 617,251
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 387,106
航空機 - 預り金 483,944
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 37,546,385
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 102,631 固定資産等形成分 121,785,595

インフラ資産 50,833,011 余剰分（不足分） △ 35,288,308
土地 25,733,056
建物 727,827
建物減価償却累計額 △ 181,351
工作物 39,099,322
工作物減価償却累計額 △ 14,813,829
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 267,986

物品 1,366,911
物品減価償却累計額 △ 698,610

無形固定資産 3,324,877
ソフトウェア 39,445
その他 3,285,432

投資その他の資産 6,515,746
投資及び出資金 323,978

有価証券 -
出資金 323,978
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 291,731
長期貸付金 23,556
基金 5,902,441

減債基金 -
その他 5,902,441

その他 -
徴収不能引当金 △ 25,960

流動資産 4,440,637 ※

現金預金 1,980,551
未収金 280,171
短期貸付金 -
基金 2,182,560

財政調整基金 2,182,560
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 2,644

繰延資産 - 86,497,287
124,043,672 124,043,672

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

全体貸借対照表
(令和３年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位 ： 千円）

経常費用 48,984,109
業務費用 16,519,419

人件費 6,094,679 ※

職員給与費 3,644,416
賞与等引当金繰入額 385,161
退職手当引当金繰入額 212,623
その他 1,852,478

物件費等 9,838,587 ※

物件費 7,711,704
維持補修費 189,579
減価償却費 1,927,636
その他 9,667

その他の業務費用 586,153
支払利息 174,372
徴収不能引当金繰入額 24,747
その他 387,034

移転費用 32,464,690 ※

補助金等 25,415,491
社会保障給付 7,047,563
その他 1,637

経常収益 2,240,850
使用料及び手数料 1,541,950
その他 698,900

純経常行政コスト 46,743,259
臨時損失 100,676

災害復旧事業費 -
資産除売却損 64,492
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 36,184

臨時利益 34,034
資産売却益 18,356
その他 15,678

純行政コスト 46,809,902 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 金額



前年度末純資産残高 83,417,453 99,079,915 △ 15,662,462

純行政コスト（△） △ 46,809,902 △ 46,809,902

財源 49,427,611 49,427,611

税収等 23,544,512 23,544,512

国県等補助金 25,883,099 25,883,099

本年度差額 2,617,709 2,617,709

固定資産等の変動（内部変動） 777,504 △ 777,504

有形固定資産等の増加 2,136,846 △ 2,136,846

有形固定資産等の減少 △ 2,075,621 2,075,621

貸付金・基金等の増加 1,146,660 △ 1,146,660

貸付金・基金等の減少 △ 430,381 430,381

資産評価差額 - -

無償所管換等 55,725 19,126 36,599

新規連結に伴う増加 406,184 21,909,050 △ 21,502,866

その他 216 - 216

本年度純資産変動額 3,079,834 ※ 22,705,680 △ 19,625,846 ※

本年度末純資産残高 86,497,287 121,785,595 △ 35,288,308 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日
（単位 ： 千円）

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位 ： 千円）

【業務活動収支】
業務支出 46,926,079

業務費用支出 14,459,147
人件費支出 6,013,118
物件費等支出 7,873,607
支払利息支出 174,372
その他の支出 398,050

移転費用支出 32,466,932 ※

補助金等支出 25,417,733
社会保障給付支出 7,047,563
その他の支出 1,637

業務収入 50,239,078
税収等収入 22,975,111
国県等補助金収入 25,008,018
使用料及び手数料収入 1,546,506
その他の収入 709,443

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 3,312,999
【投資活動収支】

投資活動支出 2,523,399 ※

公共施設等整備費支出 1,702,411
基金積立金支出 772,433
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 48,556
その他の支出 -

投資活動収入 1,233,395
国県等補助金収入 841,655
基金取崩収入 203,488
貸付金元金回収収入 25,000
資産売却収入 34,988
その他の収入 128,264

投資活動収支 △ 1,290,004
【財務活動収支】

財務活動支出 2,631,969
地方債償還支出 2,631,969
その他の支出 -

財務活動収入 1,461,300
地方債発行収入 1,461,300
その他の収入 -

財務活動収支 △ 1,170,669
本年度資金収支額 852,325 ※

前年度末資金残高 592,482
新規連結に伴う資金増加額 52,012
本年度末資金残高 1,496,819

前年度末歳計外現金残高 446,101
本年度歳計外現金増減額 37,631
本年度末歳計外現金残高 483,731 ※

本年度末現金預金残高 1,980,551 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体資金収支計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 金額
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令和 2 年度 国立市全体財務書類注記 

 

1 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額 1 円としています。 

 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 

(2) 有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 出資金 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は、次のとおりです。 

 建物    3 年～50 年 

 工作物    8 年～60 年 

 物品    2 年～30 年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・定額法 

    ソフトウェア    5 年（当市における見込利用期間） 

      その他（地上権、施設利用権）  5 年～45 年 

 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース契

約 1 件当たりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

  ・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

 

③ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それ

ぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 



(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総額が 300 万円以 

下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行います。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行います。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行います。 

(6) 全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、 

3 か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資をいいます。ただし、一般会計等においては、国立市資金管 

理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

(7) 採用した消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、下水道事業会計を除き、税込方式によっています。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

該当する事項はありません。 

 

3 重要な後発事象 

該当する事項はありません。 

 

4 偶発債務 

該当する事項はありません。 

 

5 全般的な追加情報 

(1) 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

下水道事業会計 公営企業会計 全部連結 － 

国民健康保険特別会計 その他 全部連結 － 

介護保険特別会計 その他 全部連結 － 

後期高齢者医療特別会計 その他 全部連結 － 

連結の方法は、次のとおりです。 

① 地方公営事業会計は、全て全部連結の対象としています。 

なお下水道事業会計については、出納整理期間を設けておりません。 

 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 の規定に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整 

理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納 

整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

(3) 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

売却可能資産の範囲は、翌年度予算において、財産収入として措置されている公共資産としています。 

今年度は、該当する資産はありません。 


